公益財団法人愛媛の森林基金助成事業助成金交付要綱
　（趣旨）

第１条　この要綱は、公益財団法人愛媛の森林基金業務方法書第２章から第４章の規定に基づき実施する愛媛の森林基金助成事業の助成金（以下「助成金」という。）を交付するために必要な事項を定めるものとする。

　（対象事業及び助成の基準）

第２条　助成金の交付の対象となる事業（以下「助成対象事業」という。）は、次の各号に掲げる事業とし、国又は県の補助、助成等の対象とならないもので、事業内容が効果的・実践的であると認められるものとする。

（１）森林に親しむための活動事業

（２）癒しの森整備事業
（３）その他理事長が必要と認めた事業

２　助成対象事業の助成基準等は、別表のとおりとする。

　（助成金の交付申請）

第３条　助成対象事業を実施しようとする団体の長は、助成金の交付を受けようとす

るときは、公益財団法人愛媛の森林基金助成事業助成金交付申請書（様式第１号）に、理事長が必要と認める書類を添えて、別に定める期日までに理事長に提出しなければならない。

　（助成金の交付決定）

第４条　理事長は、前条の規定による申請を受理した場合は、その内容を審査し、適当と認めたときは、助成金の交付を決定し、公益財団法人愛媛の森林基金助成事業助成金交付決定通知書（様式第２号）により申請団体の長へ通知するものとする。ただし、この交付決定通知書に必要な条件を付して行うことができる。

　（助成事業の変更承認申請）

第５条　前条の規定により助成金の交付決定を受けた団体（以下「助成事業者」という。）は、第４条の規定により交付決定を受けた事業（以下「助成事業」という。）について、次の各号のいずれかに該当する変更をしようとするとときは、あらかじめ公益財団法人愛媛の森林基金助成事業変更承認申請書（様式第３号）を理事長に提出し、その承認を受けなければならない。

（１）助成金の額に増減を生じるとき。

（２）その他理事長が必要と認めるとき。

（助成事業の中止及び廃止）

第6条 　助成事業者は、助成事業を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじ

め公益財団法人愛媛の森林基金助成事業中止（廃止）承認申請書（様式第４号）を理事長に提出し、その承認を受けなければならない。

　（実績報告）

第7条 　助成事業者は、助成事業の完了後、速やかに公益財団法人愛媛の森林基金助

成事業実績報告書（様式第５号）に、理事長が必要と認める書類を添えて、提出しなければならない。
　（助成金額の確定）

第７条の２　理事長は、前条に規定する実績報告書を受理した場合は、その内容を審査し、必要に応じて調査を行い、適当と認めたときは助成金の額を確定し、助成事業者に通知するものとする。

　（助成金の請求）

第8条 　前条の規定により助成金の額の確定通知を受けた助成事業者は、公益財団法人愛媛の森林基金助成事業助成金精算払請求書（様式第６号）を理事長に提出しなければならない。

　（助成金の交付）

第９条　理事長は、前条の規定による請求書を受理した場合は、その内容を審査し、適当と認めたときは、助成金を交付するものとする。

　（助成金の概算払）

第１０条　理事長は、前２条の規定にかかわらず、助成事業の実施上必要と認めたときは、助成金の一部又は全部を概算払することがある。

２　助成事業者は、概算払の交付を受けようとするときは、公益財団法人愛媛の森林基金助成事業助成金概算払請求書（様式第７号）に、理事長が必要と認める書類を添えて、理事長に提出しなければならない。

（指導監督等）

第１１条　理事長は、補助事業の実施に関して、必要に応じて調査し、指示を行い、

又は報告を求めることができるものとし、助成事業者は、これを拒むことはできない。

　（助成金交付決定の取り消し等）

第１２条　理事長は、助成事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、助成金の交付決定を取り消し、又は変更することができるものとする。この場合において、既に助成金が交付されているときは、理事長は、その全部又は一部の返還を命じることがある。

（1） 第６条の規定による中止及び廃止の承認をしたとき。

（2） 助成金を他の用途に使用したとき。

（3） 不正な方法により、助成金の交付を受けたとき。

（4） 助成金の交付決定の内容、又はこれに付した条件に違反したとき。

（5） その他この要綱に違反したとき。

　（財産の譲渡等）

第１３条　助成事業者は、この助成事業により取得し、又は効用の増加した財産を理事長の承認を受けないで、助成金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸付け、又は担保に供してはならない。ただし、理事長が別に定める場合は、この限りではない。

　（関係書類の保管）

第１４条　助成事業者は、この要綱により理事長に提出した書類及び助成事業に係る収入支出の帳簿及び証拠書類を整備し、助成事業終了の年度の翌年度から起算して5年間保管しなければならない。

　（その他）

第１５条　この要綱に定めるもののほか、助成金の交付に関し必要な事項は、理事長が別に定める。

２　この事業の実施については、県の指導・助言のもとに行うものとする。

附　則

この要綱は、昭和６２年度の事業から適用する。

附　則

この要綱は、平成８年度の事業から適用する。

附　則（平成９年３月５日）

この要綱は、平成９年度の事業から適用する。

附　則（平成１０年２月２５日）

この要綱は、平成１０年度の事業から適用する。

附　則（平成１１年５月１０日）

この要綱は、平成１１年度の事業から適用する。

附　則（平成１３年３月２８日）

この要綱は、平成１３年度の事業から適用する。

附　則（平成１４年５月２９日）

この要綱は、平成１４年度の事業から適用する。

附　則（平成２０年５月１日）

この要綱は、平成２０年度の事業から適用する。

附　則（平成２４年５月２９日）

この要綱は、平成２４年度の事業から適用する。

附　則（平成２５年１月２８日）

この要綱は、平成２５年度の事業から適用する。

附　則（平成２７年４月１０日）

この要綱は、平成２７年度の事業から適用する。
附　則（平成３０年４月１日）

この要綱は、平成３０年度の事業から適用する。
附　則（平成３０年７月３１日）

この要綱は、平成３０年度の事業から適用する。
附　則  （令和４年１月５日）            

  この要綱は、令和４年度の事業から適用する。

